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2．2022年度公示結果

⚫ 採択件数：全59件 ● 地域別割合

東南アジア
52.50%

アフリカ
13.60%

南アジア
11.90%

中南米
10.20%

東・中央アジア 8.50%

新ニーズ確認調査
23件

新ビジネス化実証 24件

旧普及・実証・ビジネ
ス化（中小企業） 11件

旧普及・実証・ビジネス化
（大企業） 1件

⚫ 東北地域の採択件数：2件 ＊いずれも旧制度 普及・実証・ビジネス化事業（中小企業支援型）

提案法人
（連携する地域金融機関）

所在地 案件名 対象国

株式会社 菅原工業
（七十七銀行）

宮城県気仙沼市
アスファルト廃棄物を活用した循環型舗装技術に
関する普及・実証・ビジネス化事業

インドネシア

株式会社たから
（青森銀行）

青森県三戸郡
黒ニンニクバリューチェーン普及・実証・ビジネ
ス化事業

フィリピン

▶詳細情報 https://www.jica.go.jp/press/2022/20230220_41.html
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3．宮城県の事例紹介｜医療・福祉

23の病院に訓練機器を貸し出し
臨床データを取得・分析

現地眼科医との連携
（提案製品へのフィードバック、
共同での論文投稿等）

現地展示会に出展し
訓練機器による治療効果をPR

ヤグチ電子工業株式会社（石巻市）

インド
事業名：弱視の子どもたちの視力回復に向けた普及・実証・ビジネス化事業
期 間：2019年10月～2023年12月

左図の仮説検証のため、本制度を活用し、様々な調査を行っています。
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3．宮城県の事例紹介｜医療・福祉

現地の介護施設の現状調査

現地の介護教育教材の調査

さくら事業協同組合（仙台市）

ベトナム
事業名：介護人材の育成から就労支援までを一元的に

管理運用するシステム構築の案件化調査
期 間：2022年11月～2023年12月

左図の仮説検証のため、本制度を活用し、様々な調査を行っています。
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3．宮城県の事例紹介｜環境・エネルギー

ウランバートルの立ち枯れ木市場
での調査

モンゴルの立ち枯れ木を日本に輸送、
ペレットの試作

守屋木材株式会社（仙台市）

モンゴル
事業名：未活用森林資源の有効活用事業案件化調査
期 間：2019年8月～2024年6月

左図の仮説検証のため、本制度を活用し、様々な調査を行っています。
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JICA東北 市民参加協力課

〒980-0811 

仙台市青葉区一番町 4-6-1 仙台第一生命 タワービル 20 階

電話：022-223-4772

Eメール：thicjpp@jica.go.jp

4．お問合せ先

JICA東北では企業様からのご相談に随時対応しております。

オンライン面談も可能です。お気軽にお問合せください。


